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商品貨幣と貨幣の循環

守　山　昭　男
（受付　2012 年 10 月 31 日）

I.　は　じ　め　に

　資本主義経済における取引は貨幣を媒介にしておこなわれる。消費者が商品を買うには貨

幣が必要となる。そのためには労働力を売って貨幣（賃金）を手に入れなければならない。

また企業は企業活動を始めるにあたり労働者を雇い設備や原材料を購入するには同じく貨幣

を必要とする。商品市場における売買には二つのものが登場する。商品市場に供給される商

品（財・サービス）と市場に投入される貨幣である。家計部門からは労働力や土地等の生産

要素が供給され，企業部門からは商品として財やサービスが供給される。それでは市場にお

ける商品売買に必要とされる貨幣はどのように供給されるのであろうか。また通常の財・サー

ビスとは違って生産的または個人的消費の対象にならない貨幣はいかなる運動をおこなうの

であろうか。

　現代経済における通貨制度は，現在のわが国の貨幣制度にみられように信用貨幣制度の一

種で，市中銀行の当座預金と中央銀行券および中央銀行当座預金からなる中央銀行貨幣とが

流通する，いわゆる混合貨幣制度が一般的である1）。こうした現代の信用貨幣制度の下での

貨幣の供給と運動を解明するための準備作業として仮想的な商品貨幣経済と純粋信用貨幣経

済を想定し，そこでの貨幣の供給と運動を考察する。

　商品貨幣経済とはもっぱら金属貨幣のように内在価値のある貨幣が流通している商品経済

社会であり，純粋信用貨幣経済とは金属貨幣と違って素材価値はないが銀行制度に基礎をお

く信用貨幣が流通する商品経済社会である。商品貨幣経済モデルでは金属貨幣のみが流通し

て銀行券や預金貨幣は流通していない。また取引はもっぱら現金取引で信用取引はまったく

おこなわれない。他方で，純粋信用貨幣経済モデルでは単一の銀行による当座預金が貨幣と

して機能し，商品取引はもっぱら預金の振替でもっておこなわれる2）。

　どちらの経済モデルも実際には存在せず仮想的である。歴史的に信用取引や貨幣の貸借が

 1） 混合貨幣制度（mixed-money system）の用語は Schneider（1962: 30–31）より借用している。
 2） これらはヴィクセルの二つの仮想的経済モデルである，「純粋な現金経済」と「純粋な信用経済」

に対応する（Wicksell 1936）。ちなみにヴィクセルは実際に採用されている貨幣制度は「これら
二つの極端なタイプの結合物」であると述べている（ibid.: 70）。ハンフリーのいう「混合現金－
信用経済（mixed cash-credit economy）」である（Humphrey 1958: 77–79）。



守　山　昭　男

―　　―88

まったくない純粋な現金経済は存在しなかったし，貨幣として当座預金のみが流通する純粋

信用経済はどこにも存在しない。しかしこれらの仮想的経済モデルにおける貨幣運動の分析

によって，現代のより複雑な混合貨幣制度下における貨幣の供給と運動を分析する糸口が与

えられよう。

　本稿ではまず金属貨幣のみが流通する商品貨幣経済モデルにおける貨幣の供給と運動を考

察する。商品貨幣経済モデルにおける貨幣の供給と運動を分析する手掛りが，社会的総資本

の再生産を貨幣流通による媒介の観点から分析を進めている，マルクスの『資本論』第 2巻

における再生産表式分析によって与えられている。

　他方で純粋信用貨幣制度における貨幣の供給と運動に関する分析は，1990年代以来フラン

スやイタリアにおいて展開されてきている。企業活動をファイナンスする銀行の役割を重視

する貨幣循環アプローによる研究である3）。貨幣循環アプローによる研究はこの四半世紀の

間おもにフランスとイタリアで展開されてきた。当初の文献はフランス語とイタリア語によ

るものであったが，近年では英語文献が多数発表されている。また貨幣循環アプローはケイ

ンズの有効需要の原理を認め，金融動機に関連づけて銀行信用の役割を強調するなど，方法

論的にポストケインズ派に通底していることから4），ポストケインズ派からも大きな関心を

もたれ，両アプローチの接近も試みられている5）。さらにマルクスの貨幣資本の循環に関す

る分析の貨幣循環アプローへの影響も指摘されている6）。

　本稿はこうした研究動向に触発されているが，純粋信用貨幣制度における貨幣の供給と運

動の分析は別稿にゆずることにして，現代の信用貨幣制度の下での貨幣の循環流通を分析す

るための準備作業として，迂遠ではあるが再生産表式分析にもとづいて商品貨幣経済モデル

における貨幣の運動を分析する。第 2節では再生産表式分析を概説し，第 3節では社会的総

生産の再生における「貨幣還流の法則」を確認する。第 4節では金生産を再生産表式に産金

部門を明示的に導入して貨幣材料の再生生産を分析し，最終節において商品貨幣経済モデル

における貨幣の運動の特徴をまとめる。

II.　再生産表式分析

　まず再生産表式を概観しよう。資本主義経済において社会的総資本の再生産がどのように

 3） Graziani（2003）は貨幣循環アプローによる代表的文献の一つである。
 4） ただしポストケインズ派では重視される「不確実性」は貨幣循環アプローチでは重視されていな

い（Gnos 2003）。
 5） 例えば，Deleplace and Nell（eds.）（1996）および Rochon and Rossi（2007）。
 6） Nell（1988）。
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おこなわれるかを簡単な数字例でもって図式的に示すのが再生産表式である。再生産表式に

おいて前提とされる経済は外国貿易を捨象する封鎖体系で，商品を提供する企業部門（資本

家）と労働力を提供する家計部門（労働者）の 2部門からなり，政府部門や銀行部門および

商業部門は捨象されている。商品を生産する企業部門は生産手段を生産する第Ⅰ部門と消費

手段を生産する第Ⅱ部門とに分けられ，生産手段は生産的消費の対象となり消費手段は労働

者と資本家の個人的消費の対象物となる。生産される生産手段と消費手段はそれぞれ不変資

本（C），可変資本（V），および剰余価値（M）の 3価値から構成される。

　不変資本（C）は生産過程で生産的に消費され新たに生産された商品の中に姿を変えた部

分，すなわち新しい商品に価値移転された部分である。（V＋M）部分は労働によって新たに

生みだされた価値である。V部分は可変資本の価値補填部分であり，労働者に支払われる賃

金総額に等しい。V部分はすべて労働者によって個人的消費として消費財の購入のために支

出されると仮定される。他方，M部分は労働者が新たに生みだした価値から賃金部分を控除

した残りの剰余価値である。資本家はこの剰余価値部分をすべて個人的消費のために支出し

て消費財を購入するか（単純再生産），あるいは剰余価値のすべてを消費支出せず一部を蓄積

する（拡大再生産）。

　再生産表式によって国の総生産が以下のように示される。

　　第Ⅰ部門　　Wⅰ＝C＋V＋M（生産手段）

　　第Ⅱ部門　　Wⅱ＝C＋V＋M（消費手段）

　縦は素材的視点からの分割で，Wⅰは第Ⅰ部門が生産する生産手段で，Wⅱは第Ⅱ部門が

生産する消費手段である。横は価値的視点からの分割で，それぞれは不変資本（C），可変資

本（V），および剰余価値（M）の価値から構成されていることを表している。需要と供給の

視点から見ると，Wⅰ＝C＋V＋Mは第Ⅰ部門による生産手段の供給で，Ⅰ（C）＋Ⅱ（C） が

生産手段への需要である。同じく，Wⅱ＝C＋V＋Mは第Ⅱ部門による消費手段の供給で，

Ⅰ（V＋M）＋Ⅱ（V＋M） が消費手段への需要である。企業の生産活動にとって不可欠な労働

力は資本の生産物ではないので表式では示されず，一方では商品の価値を構成する可変資本

として示され，他方では労働者の賃金として資本家の収入とともに消費手段への需要として

表される。

　再生産表式分析では商品はすべて価値どおりに販売されると想定されている。取引はすべ

て現金取引であって信用取引はおこなわれない。一つの抽象として年々同じ規模で生産が繰

返される経済を想定するならば，すなわち労働者のみなら資本家も剰余価値をすべて収入と

して消費すると想定するならば，以下の均衡式が得られる。
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　　Ⅰ（C＋V＋M）＝Ⅰ（C）＋Ⅱ（C）

　　Ⅱ（C＋V＋M）＝Ⅰ（V＋M）＋Ⅱ（V＋M）

これらの式から，

　　Ⅰ（V＋M）＝Ⅱ（C） あるいは同じだがⅡ（C）＝Ⅰ（V＋M） が得られる。

　Ⅰ（V＋M）＝Ⅱ（C） は両部門間における交換の条件であり，いわゆる単純再生産の条件で

ある。この条件が満たされることで生産が年々同じ規模で繰返される。この条件を満たす簡

単なモデルが単純再生産表式である。たとえば具体的な数字を用いて単純再生産表式を示せ

ば以下のようになる。

　　単純再生産表式

　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋1,000 M＝6,000（生産手段）

　　Ⅱ　　2,000 C＋  500 V＋  500 M＝3,000（消費手段）

　現実の資本主義経済は一般的に年々生産規模が拡大される。そこで生産規模が年々拡張す

る経済を図解する拡大再生産表式をみよう。翌年に生産が拡張されるには年々補填される不

変資本以上の不変資本が生産されなければならない。すなわちⅠ（C＋V＋M）＞Ⅰ（C）＋Ⅱ

（C） である。したがって拡大再生産の前提条件はⅠ（V＋M）＞Ⅱ（C） となる。生産規模を拡

張するには，第Ⅱ部門による生産手段の補填需要Ⅱ（C） を超える生産手段の供給Ⅰ（V＋M）

が必要となる。

　つぎに拡大投資のための蓄積の源泉であるが，労働者は賃金をすべて消費し貯蓄をしない

と前提されているので，拡大投資のための蓄積は資本家の剰余価値からでてくる。それによっ

て資本家の剰余価値は消費部分（Mk）と蓄積に向けられる部分とに分割される。後者はさら

に追加的不変資本（Mc）と追加的可変資本（Mv）とに分けられる。したがって剰余価値は

以下のように書かれる。

　　M＝Mk＋Mc＋Mv

これから，Wⅰ＝C＋V＋MおよびWⅱ＝C＋V＋Mはそれぞれ以下のように書き換えられる。

　　Wⅰ＝C＋V＋Mk＋Mc＋Mv

　　Wⅱ＝C＋V＋Mk＋Mc＋Mv

これを需給式で示せば以下のようになる。
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　　Ⅰ（C＋V＋Mk＋Mc＋Mv）＝Ⅰ（C＋Mc）＋Ⅱ（C＋Mc）

　　Ⅱ（C＋V＋Mk＋Mc＋Mv）＝Ⅰ（V＋Mk＋Mv）＋Ⅱ（V＋Mk＋Mv）

これらの式から以下の式が得られる。

Ⅰ（V＋Mv＋Mk）＝Ⅱ（C＋Mc）

　両部門間における交換の条件である。これを満たす具体的な数字による拡大再生産表式を

示せば以下のようになる。

　　拡大再生産表式

　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋1,000 M＝6,000

　　Ⅱ　　1,500 C＋  750 V＋  750 M＝3,000

　表式の数字から拡大再生産の前提条件を満たしていることがわかる。すなわちⅠ（1,000 V

＋1,000 M）＞Ⅱ（1,500 C） であるから，単純拡大再生産のために補填される生産手段以上の

生産手段が生産されている。そこでこの表式をもとに，第Ⅰ部門の資本家が剰余価値の 2分

の 1の500を蓄積し，残りの500を消費支出すると想定するならば，年生産物の配列は以下の

ようになる。

　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋500 Mk＋400 Mc＋100 Mv＝6,000（生産手段）

　　Ⅱ　　1,500 C＋  750 V＋600 Mk＋100 Mc＋ 50 Mv＝3,000（消費手段）

　第Ⅰ部門の資本家が剰余価値の半分500を蓄積すると，C対Vの比率が 4対 1なので，400

の追加的不変資本（Mc）と100の追加的可変資本（Mv）に分けられる。400 Mcは第Ⅰ部門

の内部交換であるが，100 Mvは第Ⅱ部門との部門間交換を必要とする。Ⅰ（V＋Mv＋Mk）＝

Ⅱ（C＋Mc） が両部門間における交換の条件であるから，Ⅱ（Mc） は100となる。第Ⅱ部門の

C対Vの比率が 2対 1であるから，第Ⅱ部門の資本家は剰余価値から追加的不変資本（Mc）

に100，追加的可変資本（Mv）に50を振り向ける。

　拡大再生産のための追加的可変資本に対応する追加の労働力が供給されなければならない

が，再生産表式では必要な労働力の供給は前提されている。次節では単純再生産ならびに拡

大再生産がどのように貨幣によって媒介されるかを具体的な数字例でもって考察しよう。

III.　再生産と「貨幣還流の法則」

　前節では貨幣流通を捨象して，単純再生産ならびに拡大再生産の基本条件としての両部門
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間交換の均衡条件をみてきたが，実際には資本主義経済では貨幣の媒介なしには交換はおこ

なわれない。ここでは貨幣の媒介によっていかに両部門間交換をはじめ部門内交換がおこな

われるかをみる。すなわち，貨幣は誰によってどのように投下され，それがどのように価値

補填と素材補填を媒介しながらその出発点に戻ってくるのか，そしてこの貨幣の循環運動が

どのように補填取引と労働者や資本家の消費支出との絡み合いを媒介するかを考察する。商

品売買は現金取引で商品は価値どおりに販売されると前提されている。したがって当面の課

題は，商品がどのように実現されるかという実現問題ではなく，社会的総資本の再生産がど

のように貨幣を媒介にしておこなわれるかに焦点があてられる7）。さらに本節では資本家の

手中には生産手段や消費手段のみならず，商品流通のために投下される貨幣が予め十分保有

されていると前提されている8）。前節で示された単純再生産表式を用いて考察を進める。

a）　単純再生産表式

　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋1,000 M＝6,000

　　Ⅱ　　2,000 C＋  500 V＋  500 M＝3,000

　ここではさしあたり一年間を超えて機能する固定資本は無視される。不変資本は一年間に

消費され補填されるものとする。両部門における剰余価値率，M÷Vは共に100％であり，

C対Vも共に 4対 1とする。いま両部門の資本家はそれぞれの前年の生産物である生産手段

6,000と消費手段3,000をもっており，さらにそれぞれの資本家は生産物を交換するために必

要な貨幣も十分保有している。そこで各資本家は期首の年頭に手持ちの貨幣を投下して相互

に生産物を交換し，労働者を雇って生産を開始し期末の年末までに生産を完了する。そして

その年の生産物が次年の生産の出発点となる9）。

　ところで，生産手段は前年に生産された生産手段であるが，労働者と資本家による消費対

象である消費手段はその年に生産される消費手段であるとする考えもあるが，商品資本の循

環を基礎にしている再生産表式分析は，剰余価値も含む全生産物を出発点としているので，

生産手段はもちろん消費手段も前年に生産されていると考える10）。単純再生産では毎年同じ

 7） 商品の価値通りの販売を前提して再生産がどのように貨幣によって媒介されるかが論じられる。
再生産表式の前提から，いわゆる‘命がけの飛躍’は問題にされない。ここでの問題は，実現問
題 realizationではなく貨幣化monetizationである。

 8） 金採掘業者による貨幣の本源的源泉の問題は次節で取り上げられる。
 9） Foley（1986a）p. 84（竹田茂夫・原信子訳『資本論を理解する』法政大学出版，1990：108頁）。

Trigg（2006: 42）。
10） 宇野弘蔵（1964）131頁。置塩信雄氏は『蓄積論』（1976）では労働者によって消費される消費財

は今期に生産された消費財と考えられている（144頁）が，別稿では労働者は前期に生産された消
費財を消費すると想定されている（Okishio 1988: 3–4）。
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生産規模で生産が繰返されるので，上の表式の数字は年頭の数字でありかつ年末の数字であっ

て，また翌年初めの数字でもある。

　そこで生産において消費された資本が貨幣化を介してどのように年生産物から補填される

のか，またそうした補填取引が労働者の賃金による消費支出と資本家による剰余価値の消費

支出といかに絡み合っているかをみよう。第Ⅰ部門の資本家は生産を継続するためには前年

に消費した生産手段を補填し労働者を雇用しなければならない。同様に第Ⅱ部門の資本家も

生産手段を補填し労働者を雇用する。さらに資本家は消費者として消費支出をおこなう。こ

うした取引のための貨幣は誰によって投下されるのか，さらに投下された貨幣はいかなる運

動をするかが問題となる11）。資本家と労働者からなる経済では貨幣の出発点となるのは資本

家以外にはない。生産手段をもたない労働者は労働力を資本家に売って初めて貨幣を手に入

れ，それを支出するのであるから貨幣の第一次出発点ではなく第二次出発点となる。資本家

は生産手段や消費手段とともに貨幣を予め保有していて貨幣の第一次出発点となる12）。この

ように資本家は商品流通のための貨幣を予め保有していなければならないのであるが，こう

した貨幣準備は財務論で取り上げられるところの運転資本で，個々の企業が商品の売上代金

を回収して支出できるまでのタイムラグをつなぐ資金に該当する。

　（1）まず両部門間における交換，Ⅰ（1,000 V＋1,000 M）⇔Ⅱ（2,000 C）をとりあげよう。

ⓐの貨幣投下が第Ⅰ部門の資本家による可変資本の投下によって始まる交換と，ⓑの両部門

の資本家相互の取引のために投下される交換に分けられる。

　ⓐ 第Ⅰ部門の資本家は生産のために労働者を雇い1,000の賃金を支払う。第Ⅰ部門の労働

者はその賃金でもって第Ⅱ部門の資本家から消費手段を購入する。第Ⅰ部門の資本家が投下

した貨幣は第Ⅱ部門の資本家の手に入る。そこで第Ⅱ部門の資本家はその貨幣1,000でもって

第Ⅰ部門から生産手段を購入する。すなわち第Ⅱ部門の資本家は自己の生産物である消費手

段を第Ⅰ部門の労働者に販売し，その売上代金1,000の貨幣でもって前年に生産過程で消費し

た生産手段の半分1,000を補填する。第Ⅰ部門の資本家が投下した貨幣1,000は第Ⅱ部門を経

て第Ⅰ部門の資本家の手に戻る。貨幣はその出発点に還流する。すなわち資本家をK，労働

者をAとすれば，貨幣の流れはⅠK→ⅠA→ⅡK→ⅠKである。

　ⓑ つぎに第Ⅱ部門の資本家は生産で消費した生産手段1,000を補填しなければならず，第

Ⅰ部門の資本家は剰余価値1,000に対応する消費手段に支出しなければならない。この残りの

生産手段1,000と消費手段1,000の交換，Ⅰ（1,000 M）⇔Ⅱ（1,000 C） のために貨幣を投下す

るのはどちらの資本家かが問題となる。『資本論』では，この貨幣は「種々な仕方で」前貸し

11） 資本家による貨幣の投下には資本家としての前貸しと消費者としての支出という区別があるが，
当面の課題にとっては区別の必要がないので共に貨幣の投下としている。

12） 『資本論』④ 497頁。貨幣の一次的出発点と貨幣の本源的源泉（『資本論』⑤ 283頁）は区別される。
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されるとして，二つの例が示されている13）。

　第一の例では，両部門の資本家がそれぞれ500の貨幣を投下すると想定されている。まず

第Ⅱ部門の資本家が貨幣500でもって第Ⅰ部門の資本家から生産手段を購入して補填する。

第Ⅰ部門の資本家はこうして受取った貨幣500でもって第Ⅱ部門の資本家から消費手段を購

入する。貨幣500はその出発点である第Ⅱ部門の資本家に還流する。すなわち生産手段を補

填するために貨幣500を流通に投じた第Ⅱ部門の資本家は消費手段を販売して貨幣500を回収

する。貨幣の流れはⅡK→ⅠK→ⅡKである。つぎに第Ⅰ部門の資本家が残りの剰余価値500

を代表する手持ちの生産手段を引き当てに貨幣500を投下して第Ⅱ部門の資本家から消費手

段を購入する14）。第Ⅱ部門の資本家はその消費財の売上代金の貨幣500でもって第Ⅰ部門の

資本家から残りの生産手段500を買って補填する。第Ⅰ部門の資本家が第Ⅱ部門の資本家か

ら消費手段を購入するために流通に投じた貨幣500はその出発点である第Ⅰ部門の資本家に

還流する。貨幣の流れはⅠK→ⅡK→ⅠKとなる。

　すなわち両部門の資本家はそれぞれ貨幣500を流通に投じ，第Ⅱ部門の資本家は生産手段

1,000を補填して投下した貨幣500を回収し，第Ⅰ部門の資本家は剰余価値1,000を貨幣化し，

消費手段を購入して投下した貨幣500を回収している。

　つぎに第二の例では，Ⅰ（1,000 M）⇔Ⅱ（1,000 C） のために必要な貨幣を第Ⅱ部門の資本

家だけが投じると想定する。最初の例における両部門の資本家がそれぞれ500の貨幣を投下

する想定と違い，第Ⅱ部門の資本家だけが500の貨幣を投下する。すなわち第Ⅱ部門の資本

家が500の貨幣で第Ⅰ部門から生産手段を購入し，第Ⅰ部門の資本家はその貨幣でもって第

Ⅱ部門から消費手段を購入する。第Ⅱ部門の資本家の投下した貨幣500はその出発点である

第Ⅱ部門の資本家に還流してくる。ところが第Ⅱ部門の資本家はその還流してきた貨幣500

でもってさらにもう一度第Ⅰ部門から生産手段を購入するのである。第Ⅰ部門の資本家はそ

の生産手段を売って入手した貨幣で第Ⅱ部門から消費手段を500購入するので，貨幣500はふ

たたび第Ⅱ部門の資本家に還流する。貨幣流通はⅡK→ⅠK→ⅡK→ⅠK→ⅡKとなる。すな

わち第Ⅰ部門の資本家は一度手許に還流してきた貨幣500をふたたび流通に投下するので，

第一の例とは違って第二の例では貨幣500が二度循環してその出発点に還流している。

　貨幣流通によって媒介される両部門間における交換Ⅰ（1,000 V＋1,000 M）⇔Ⅱ（2,000 C） 

をまとめると，第一の例であれ第二の例であれ，第Ⅰ部門の資本家は可変資本1,000に前貸

し，剰余価値を貨幣化して消費手段1,000を購入しており，第Ⅱ部門の資本家は前年に生産過

程で消費された生産手段2,000を補填している。第一の例では第Ⅰ部門の資本家は貨幣1,500

13） 『資本論』⑤ 84頁。
14） 「一見いかにも逆説的に見えるが」，資本家階級自身が諸商品に含まれている剰余価値の実現に役

立つ貨幣を流通に投ずる」（『資本論』④ 498頁）。
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を投下して，1,500の貨幣を取り戻し，第Ⅱ部門の資本家は貨幣500を投下して，500の貨幣

を回収している。第二の例では，第Ⅰ部門の資本家と第Ⅱ部門の資本家はそれぞれ1,000と

500の貨幣を流通に投下して，それぞれ1,000の貨幣と500の貨幣を回収している。いずれの

例においても流通に投下された貨幣はその出発点である資本家の手に還流している。いわゆ

る「貨幣還流の法則」が貫徹している。

　ただし同じⅠ（1,000 V＋1,000 M）⇔Ⅱ（2,000 C） の交換取引にもかかわらず，第一の例と

第二の例では流通に投下される貨幣量が違っている。第一の例では両部門の資本家の投下し

た貨幣量は1,500と500を合わせて2,000になるが，第二の例では，両部門の資本家が流通に

投下した貨幣量は1,000と500を合わせて1,500である。すなわちいずれの例においても最初

に流通に投じられた貨幣は取引を媒介しながらその出発点に還流するが，同じ商品取引にも

かかわらず流通に投下される貨幣量は二つの例で大きな違いが生じている15）。

　投下貨幣量に違いが生ずる理由は，第Ⅱ部門の資本家が流通に投じた貨幣500が，第一の

例では取引を 2度媒介しているのに対して，第二の例では取引を 4度媒介しているからであ

る。貨幣の取引度数が異なっている。当然ながら資本家全体でみれば，同じ商品取引額5,000

（労働力商品1,000を含む）のために投下する貨幣量は2,000より1,500の方が望ましいであろ

うし，個別の資本家としてもできれば投下貨幣額を少なくしたいと望むと考えられる。しか

しながら流通に必要な貨幣が資本家の手許に準備されていると前提している再生産表式では

貨幣の取引度数や流通速度を論じることはできない。すなわちⓐの資本家と労働者間の取引

では資本家による賃金支払によって貨幣の流通が始まるが，ⓑの資本家相互の取引では流通

に必要な貨幣はどちらかの資本家によって投下されなければならないが，どちらの資本家が

貨幣の起点になるかは一義的には決まらない。

　（2）つぎに第Ⅱ部門内部でのⅡ（500 V＋500 M） の交換をみよう。まず資本家によって労

働者に支払われる賃金500は，労働者がそれを消費手段に支出するので第Ⅱ部門の資本家に

直接還流してくる。貨幣流通はⅡK→ⅡA→ⅡKである。それに対して，（1）でみたように

第Ⅰ部門の資本家が労働者を雇うために投下した貨幣は第Ⅱ部門の資本家の手を経て還流し

た。第Ⅰ部門の資本家と第Ⅱ部門の資本家によって可変資本として投下された貨幣は，その

出発点に還流するまでに取引度数に違いがある。

　第Ⅱ部門の剰余価値（500 M）を代表する生産物は消費手段であるが，消費支出するには

貨幣化されなければならない。さきの両部門間における交換と同じく，「いろいろな仕方」で

の貨幣の投下が考えられる。たとえば第Ⅱ部門の資本家が二手に分かれ，一方が250の貨幣

15） どの資本家が貨幣を前貸しするかの違いについて，エンゲルスは「このことは少しも終局の結果
を変えない」と述べている（『資本論』⑤110頁註）。終局の結果とは「貨幣還流の法則」が貫徹す
るということと解される。
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を投下して他方から消費手段を購入し，他方の資本家はその貨幣でもって相手から消費手段

を購入する。貨幣250は最初に投下した資本家に還流する。貨幣の流通はⅡKa→ⅡKb→ⅡKa

となる。またはそれぞれが貨幣250を投下して相互に交換するとしよう。貨幣の流通はⅡKa→

ⅡKb；ⅡKb→ⅡKaとなる。剰余価値500の流通のために投下された貨幣量は250と500と異

なるが，いずれにしろ貨幣は出発点に還流する。

　（3）第Ⅰ部門内部での生産手段Ⅰ（4,000 C） の補填取引を媒介する貨幣も「いろいろな仕方」

で投下されよう。たとえば二手に分かれてそれぞれ2,000の貨幣を投下して相互交換すれば，

貨幣の運動はⅠKa→ⅠKb；ⅠKb→ⅠKaとなる。あるいは一方の資本家が2,000の貨幣を投

下して相手から生産手段を購入し，生産手段を売った資本家はその貨幣でもって貨幣を投下

した資本家から生産手段を購入すると，貨幣2,000はその出発点に還流する。すなわち貨幣の

流通はⅠKa→ⅠKb→ⅠKaとなる。貨幣の投下量は前のケースでは4,000，後のケースでは

2,000と異なるがいずれも貨幣はその出発点に還流する。

　資本家の手に十分な貨幣が保有されていると前提されている再生産表式では，どちらの側

の資本家も貨幣の第一次出発点になれるし，いかなる量の貨幣も投下できる。すなわち再生

産表式次元ではどちら側の資本家がどれだけの貨幣を投下すべきかを論じることができない。

したがって貨幣の取引度数や流通速度の問題も論じられないのである。貨幣流通に関して，

再生産表式分析によって明らかにされたことは，資本家が流通のための貨幣を投下する唯一

の出発点であること，そして商品を買うために貨幣を投下した資本家は自分の商品を売って

貨幣を回収するという法則，すなわち「貨幣還流の法則」である。

b）　固定資本の補填取引

　これまで固定資本を捨象し不変資本はすべて流動資本からなると想定してきたが，つぎに

固定資本を考慮に入れて貨幣流通を考察する。流動不変資本は年間にすべて消費され翌年に

新たに更新されるので，流動資本の更新を媒介する貨幣も毎年投下と復帰という循環運動を

繰返す。しかし固定資本は流動資本と違い数年間にわたり機能するので，固定資本の補填取

引は貨幣の流通に新たな契機を加える。たとえば機械設備の価値は耐用年数にわたって漸次

的に生産物に移転され，生産物の販売によって漸次的に回収される。そこで将来の置換え投

資に備えて漸次的に減価償却基金が減価償却累計額として積み立てられ，やがて耐用年数が

過ぎると機械設備がそれまでに積立てられた減価償却累計額でもって更新される。つまり固

定資本の投下は耐用期間毎に一括してなされるが，回収は耐用期間にわたって漸次的おこな

われるという固定資本の独特の回転から退蔵貨幣が形成される。

　固定資本の補填取引によって流通に投下された貨幣の一部が流通から引上げられて退蔵さ

れると，貨幣はその出発点に復帰しないので年々の再生産が正常に進行しなくなる。ところ
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が社会的にみると，一方で減価償却基金を積立てる資本家いるが，他方で耐用年数が経過し

て固定資本を現物補填する資本家がいる。したがって流通に投下された貨幣が減価償却基金

の積立によって流通の外で滞留しても，それに代わって固定資本の現物補填をおこなう資本

家によって流通外から貨幣が投入されるので，再生産が正常に進行される。流通に投下され

た貨幣の一部が退蔵貨幣として流通の外にでるが，同時に退蔵貨幣の一部が流通内に投下さ

れて出発点である資本家の手許に貨幣が還流する。

　そこで不変資本 Cを固定不本資本 Fと不変流動資本 Rに分け，固定資本の価値移転額を d

とするならば，C＝d＋Rとなる。上の単純再生産表式は以下のように書き改められる。

　　Ⅰ　　4,000 C（400 d＋3,600 R）＋1,000 V＋1,000 M＝6,000

　　Ⅱ　　2,000 C（200 d＋1,800 R）＋  500 V＋  500 M＝3,000

すなわちⅠ部門の不変資本4,000のうち400が固定資本の価値移転額であり，Ⅱ部門の不変資

本2,000のうち200が固定資本の価値移転額である。そこで両部門における相互取引Ⅰ（V＋

M）⇔Ⅱ（C） における貨幣流通を考察しよう。Ⅱ部門の1,800 Rについては新たな問題は生じ

ないが，200 dは固定資本の価値移転額なので新たな問題が生まれる。

　いま第Ⅰ部門の資本家が剰余価値の担い手である固定資本200を見合いに貨幣200を投下し

て消費手段を購入すると想定しよう。第Ⅱ部門のなかには固定資本の耐用年数が到来してい

ないので減価償却資金を積立てる資本家グループがあるが，固定資本の耐用年数が経過して

更新投資をする資本家グループもある。減価償却資金を積立てる資本家グループをⅡKa，固

定資本の更新投資をする資本家グループをⅡKbとすれば，一方でグループⅡKaによって減

価償却基金の積立のため貨幣が流通から引上げられても，他方でグループⅡKbが更新投資の

ために貨幣を投下して第Ⅰ部門から固定資本を購入するので，第Ⅰ部門の資本家が流通に投下

したと同額の貨幣がその出発点に還流する。貨幣の流通はⅠK→ⅡKa，ⅡKb→ⅠKとなる。

　ところが，もし第Ⅱ部門の資本家が更新投資のため貨幣を投下して第Ⅰ部門から生産手段

を購入するならば，第Ⅰ部門の資本家はその貨幣化された剰余価値でもって第Ⅱ部門から消

費手段を購入する。したがってこの場合の貨幣流通は，ⅡKb→ⅠK→ⅡKaとなる。第Ⅱ部

門によって投下された貨幣は第Ⅰ部門を経て第Ⅱ部門に還流しているが，出発点の資本家は

ⅡKaで，復帰点の資本家はⅡKbと異なっている。貨幣の出発点への還流を，出発点と復帰

点の資本家が同じ資本家であると狭義に捉えるならば，「貨幣還流の法則」から逸脱するが，

出発点と復帰点の資本家を同一部門の資本家と広義に捉えるならば「貨幣還流の法則」は貫

徹する16）。

16） 「貨幣の出発点への還流・復帰の法則は，一定の屈折と変容を受けつつ貫徹される」（富塚良三 
1976：247頁）。
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　同じようなことは第Ⅰ部門の400 dの部門内での補填取引にもみられる。すなわち固定資

本の第Ⅰ部門内での補填取引であるから，貨幣の流通はⅠKb→ⅠKaとなる。第Ⅰ部門内で

貨幣が出発点の資本家から復帰点の資本家へ回流する。

　固定資本の補填取引を考慮に入れた再生産における貨幣流通をまとめると，①第Ⅰ部門内

での補填取引では，貨幣は第Ⅰ部門内で出発点の資本家から復帰点の資本家へ回流する。す

なわちⅠKb→ⅠKaである。②両部門間における固定資本の補填取引では，流通に投下され

た貨幣は出発点に直接には還流しないが，一方での退蔵貨幣の形成と他方での退蔵貨幣の取

り崩しというプロセスを介して，出発点の資本家に還流する（ⅠK→ⅡKa，ⅡKb→ⅠK）。

あるいは第Ⅱ部門の資本家によって投下された貨幣は第Ⅰ部門を経て第Ⅱ部門に還流するが

出発点の資本家とは別の資本家に復帰する（ⅡKb→ⅠK→ⅡKa）。固定資本の補填取引に

よって退蔵貨幣が形成されることによって，社会的総資本の再生産における「貨幣還流の法

則」は，流通に投下された貨幣は出発点の資本家に直接還流するか，あるいは貨幣を投下し

た資本家と同一部門の資本家に還流すると広義に解される。

c）　拡大再生産表式

　つぎに拡大再生産表式でもって，どのように貨幣流通を介して拡大された規模での再生産

がおこなわれるかを考察する。

　　A表式

　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋1,000 M＝6,000

　　Ⅱ　　1,500 C＋  750 V＋  750 M＝3,000

　　B表式

　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋500 Mk＋400 Mc＋100 Mv＝6,000

　　Ⅱ　　1,500 C＋  750 V＋600 Mk＋100 Mc＋ 50 Mv＝3,000

　A表式は前年末の年生産物とその価値構成を表す表式である。Ⅰ（1,000 V＋1,000 M）＞Ⅱ

（1,500 C）であるから拡大再生産のための追加的生産手段がすでに生産されている。B表式

は年頭に資本支出をするにあたり蓄積のために剰余価値の配列が変更された表式である。第

Ⅰ部門では剰余価値1,000の 2分の 1の500を蓄積し，残りの500を消費支出すると想定され

ている。Mkは剰余価値のうち資本家が消費する部分で，McとMvは蓄積される部分でMc

は不変資本，Mvは可変資本である。第Ⅰ部門の C対Vの比率が 4対 1なので，蓄積される

500のうち400は不変資本（Mc）に，100は可変資本（Mv）に投下される。拡大再生産が正

常に進行するための条件は，Ⅰ（1,000 V＋500 Mk＋100 Mv）＝Ⅱ（1,500＋100 Mc） である

から，第Ⅱ部門の資本家は消費手段100と第Ⅰ部門の生産手段100と交換し，剰余価値100を
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追加不変資本（Mc）に転化する。第Ⅱ部門の C対 Vの比率は 2対 1なので追加可変資本

（Mv）として50を労働力の購入のために投下する。

　拡大再生産のための補填投資ならびに蓄積がどのように貨幣の流通を媒介しておこなわれ

るかをみよう。（1）両部門間における交換取引のうち補填投資のための取引，Ⅰ（1,000 V＋

500 Mk）⇔Ⅱ（1,500 C） は単純再生産の場合と同じである17）。すなわち，まずⓐ のⅠ（1,000 

V） とⅡ（1,000 C） との交換取引では貨幣の流通はつぎのようになる。ⅠK→ⅠA→ⅡK→

ⅠKである。つぎに残りのⓑの交換取引Ⅰ（500 Mk）⇔Ⅱ（500 C） では，やはり「種々な仕

方」で貨幣が投下される。第Ⅱ部門から貨幣が投下されれば，貨幣の流通はⅡK→ⅠK→Ⅱ

Kとなり，第Ⅰ部門から貨幣が投下されれば，貨幣流通はⅠK→ⅡK→ⅠKとなる。いずれ

も貨幣は投下された出発点の資本家に還流する。

　しかし問題は剰余価値から蓄積される部分の取引である。剰余価値から蓄積に向けられる

部分が必要な金額に達するまで蓄積基金として積立てられるならば，さきの固定資本の補填

取引にみられたように退蔵貨幣が形成される。したがって固定資本の補填取引と同じくマク

ロ的に一方での蓄積基金による退蔵貨幣の形成と，他方での蓄積基金の取り崩しによる拡大

生産のための実物投資が等しくなければならない。固定資本の補填取引と同じく，貨幣は一

方での退蔵貨幣の形成と他方での退蔵貨幣の取り崩しというプロセスを介しながら流通する

ことになる。貨幣の流通を具体的にみてゆこう。

　単純再生産において減価償却基金を積立てるグループと固定資本を現物で補填するグルー

プに分けられたが，蓄積にかんしても剰余価値から蓄積基金を積立てるグループ（Ka）と積

立てた蓄積基金でもって実物投資をするグループ（Kb）に分けられる。蓄積部分の相互取引

を媒介する貨幣の流通はつぎのようになる。ⓐの両部門間における取引Ⅰ（100 Mv）⇔Ⅱ（100 

Mc） では，第Ⅰ部門の資本家が積立てた蓄積基金でもって追加労働力を購入する。賃金とし

て貨幣を受取った第Ⅰ部門の労働者は第Ⅱ部門から消費手段を購入するが，資本家は蓄積資

金として貨幣を積立てるので，貨幣は第Ⅱ部門で滞留して第Ⅰ部門には戻らない。しかし代

わりに第Ⅱ部門の蓄積基金が投資額に達した資本家が第Ⅰ部門から追加の生産手段を購入す

るので貨幣は第Ⅰ部門の資本家に還流する。貨幣の流通はⅠKb→ⅠA→ⅡKa，ⅡKb→ⅠKa

となる。または第Ⅱ部門の蓄積基金が投資額に達した資本家が，貨幣を投下して第Ⅰ部門か

ら追加の生産手段を購入すると，第Ⅰ部門の資本家はその売上代金を積立てる。その代わり

第Ⅰ部門の蓄積基金が投資額に達した資本家が生産拡張のために追加労働者を雇用する。追

加の労働者がその賃金でもって第Ⅱ部門から消費手段を購入すると，貨幣は第Ⅱ部門に還流

17） ここでは第Ⅰ部門の資本家の消費支出が500なのでⅠ（1,000 V＋500 Mk）＝Ⅱ（1,500 C）となる
が，第Ⅰ部門の蓄積のいかんによってⅠ（V＋Mk）＞Ⅱ（C） またはⅠ（V＋Mk）＜Ⅱ（C） にもなる。
いずれにおいても貨幣の流通は複雑になるが，貨幣が出発点に還流することには変わりはないの
で，省略する。
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する。この場合の貨幣流通は，ⅡKb→ⅠKa，ⅠKb→ⅠA→ⅡKaである。そのほか，（2）

第Ⅱ部門内におけるⅡ（50 Mv）の取引では，貨幣の流通はⅡKb→ⅡA→ⅡKaとなり，（3）

第Ⅰ部門内におけるⅠ（400 Mc）の取引では，ⅠKb→ⅠKaとなる。

　さきに考察した固定資本の補填取引における貨幣の流通と同じく，部門間取引Ⅰ（100 Mv）

⇔Ⅱ（100 Mc） のために投下された貨幣は，出発点がどちらの部門であれ出発点と同じ部門

に復帰するが，出発点の資本家と復帰点の資本家とは異なっている。蓄積のために投下され

る貨幣は一方での退蔵貨幣の形成と他方での退蔵貨幣の取り崩しというプロセスを介しなが

ら，貨幣は出発点の資本家と同じ部門の資本家に還流することになる。

d）　拡大再生産における固定資本の補填取引

　固定資本の補填取引と拡大再生産における蓄積によって貨幣の還流運動に退蔵貨幣の形成

と取り崩しという運動が加わり，貨幣の出発点への還流運動が複雑になるのをみてきたが，

最後に拡大再生産における固定資本の補填取引も考慮に入れた貨幣の還流運動を考察しよう。

単純再生産においては年々の固定資本額は変わらないので，社会全体でみれば年々の価値移

転額である減価償却基金の積立額と年々の固定資本の現物補填額は等しいと想定できた。し

かしながら拡大再生産のもとでは単純再生産と違って年々固定資本の投資は年々増大するの

で，再生産における貨幣の流通に新たな問題が生まれる。

　いま年々の減価償却基金の積立額を dとし，年々の固定資本の現物補填額を fとするなら

ば，単純再生産においては dと fは一致しうるが，拡大再生産においては年々固定資本の投

資額が増大するので dと fは一致しなくなる。そこで単純再生産の場合と同じく，第Ⅱ部門

のなかで固定資本の耐用年数が到来していないので減価償却基金を積立てる資本家グループ

をⅡKaとし，固定資本の耐用年数が経過して更新投資をする資本家グループをⅡKbとす

る。いまⅡKbが固定資本の耐用年数が過ぎたので固定資本を更新しようとそれまで積立て

きた減価償却基金 fでもって固定資本を購入する。他方で減価償却基金を積立てる資本家グ

ループⅡKaの減価償却基金 dは年々増大した固定資本の減価償却基金であるから，必然的

に d＞fとなる。いわゆる拡大再生産における d＞fの問題である18）。

　この差額（d－f）の意味することは，ⅡKbが従来と同じ規模の生産を維持するには固定資

本を補填するために f額の生産手段しか購入しないので，第Ⅰ部門において生産手段が（d－

f） だけ需要が不足するということになる。そこで具体的に拡大再生産における貨幣流通に

よって媒介される固定資本の補填取引をみてゆこう。（1）まず第Ⅰ部門の資本家が剰余生産

物である固定資本を引当に d額の貨幣を投下して消費手段を購入すると想定すれば，第Ⅱ部

18） 高須賀義博（1968），井村喜代子（1973）を参照。
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門のなかの固定資本の耐用年数が到来していないグループⅡKaが d額の減価償却基金を積

立てるが，他方で固定資本の耐用年数が経過して更新期に達しているグループⅡKbが f額の

減価償却基金を取り崩して第Ⅰ部門から固定資本を購入する。貨幣の流通はⅠK→ⅡKa，

ⅡKb→ⅠKとなる。（2）あるいはⅡKbが減価償却基金 dを取り崩してⅠKから生産手段を

購入して固定資本を補填する。ⅠKは生産手段の売上代金 dでもってⅡKaから消費手段を

購入する。ⅡKaは消費手段の売上代金 dを減価償却基金として積立てる。貨幣の流通は

ⅡKb→ⅠK→ⅡKaとなる。

　単純再生産では，年々の減価償却基金の積立額 dと年々の固定資本の現物補填投資額 fは

等しいので，ⅠKによって投下された貨幣と同額の貨幣がⅠKに還流する。しかしながら拡

大再生産では dと fは等しくなく，d＞fとなる。（1）の場合には，ⅠKの投下した d額の貨

幣は第Ⅱ部門のⅡKaによって減価償却基金として積立てられ，その代わりに第Ⅱ部門のⅡ

Kbが積立ててきた減価償却基金 f額でもって生産手段を購入するので，ⅠKには f額の貨幣

しか還流してこない。ⅠKにおいて （d－f） の貨幣の還流不足と （d－f） の生産手段の売れ残

りが生じる。

　また（2）の貨幣の流通がⅡKb→ⅠK→ⅡKaの場合には，ⅠKにおける （d－f） の生産手

段の滞貨とⅡKaにおける （d－f） の消費手段の滞貨ならびに （d－f） の減価償却基金の積立

不足が生じる。そこでさらにⅠKが生産手段の滞貨 （d－f） を引当に貨幣を投下してⅡKaか

ら消費手段を購入すると，ⅡKaは消費手段の滞貨を解消し， （d－f） の減価償却基金の積立不

足を埋め合わせることができる。しかしながら貨幣はⅠKに還流してこない。ⅠKにおける 

（d－f） の生産手段の滞貨は解消されず，さらに （d－f） の貨幣の還流不足が生じる。（1）と

同じ結果になる。

　いずれにしてもⅠKにおいて剰余価値生産物である生産手段が （d－f） だけ売れ残り，か

つ （d－f） の貨幣の還流不足が生じる。こうした現象の原因は，ⅠKにおける貨幣の還流不

足やⅡKaにみられた減価償却基金の積立不足からわかるように，拡大再生産による固定資本

の補填取引の増大に伴う退蔵貨幣の増大である。

　たしかに拡大再生産による取引商品価値の増大に応じて流通貨幣量も増大されなければな

らない（信用取引等は捨象されている）。しかしたとえ年生産物の増大に応じて投下貨幣量が

増大されても，固定資本の補填取引の逐次的拡大に伴って，流通から引上げられて退蔵貨幣

に転化される量 dが，固定資本の現物補填のために退蔵貨幣から流通貨幣に転化される量 f

より大きくなるので，貨幣の還流不足 （d－f） が生じるのである。ⅠKが剰余価値生産物で

ある生産手段を見合いに，すなわち新しく生産された商品価値に応じて d額の貨幣を投下し

ているにもかかわらず，f額の貨幣しか回流してこないので（d－f） の貨幣の還流不足が生じ

ているのである。
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　流通のために投下された貨幣が出発点に還流してこなければ，「再生産の正常な進行」が妨

げられる。誰がどのように追加貨幣（d－f）を投下するかが問題となる。ⅠKにおける生産

手段の （d－f） の滞貨と貨幣の （d－f） の還流不足を別にすると，ⅡKaとⅡKbには問題がな

い。ⅡKaには商品の売り残りはなく，d額の減価償却基金も積立てており生産を継続する用

意ができている。ⅡKbも f額の固定資本を現物で補填して次期の生産の準備ができている。

したがってⅡKaとⅡKbの側から「再生産の正常な進行」のためとして，積極的にⅠKに対

して追加的に生産手段を需要する理由はみあたらない。

　またたとえⅡKaやⅡKbがⅠKから生産手段を購入するために （d－f） の貨幣を投下した

としても，新たな問題が発生する。なぜなら，ⅠKは d額の貨幣を投下したが f額しか回流

してこなかったので貨幣の還流不足に陥っていたのであるから，生産手段の売上代金 （d－f）

を手許に滞留させるので，今度はⅡKaやⅡKbの側で貨幣の還流不足が生じることになる。

ⅡKaやⅡKbによる追加購買は問題の根本的解決にはならないのである。ⅠKにおける生産

手段の滞貨と貨幣の還流不足の問題を解決し，貨幣の還流不足の連鎖を断ち切るには，売ら

ずして買うという一方的な購買者による購入を想定せざるをえない。信用を捨象して金属貨

幣による現金取引が前提される商品貨幣経済においては，売らずして買うという商品の一方

的購入者は産金業者しかいない。

　産金業者の生産物は初めから貨幣形態をとっている。貨幣材料を生産する産金業者は売る

ことなしに買うことができる唯一の生産者である。貨幣材料の生産者である金生産者によっ

て，拡大再生産における固定資本の補填取引の増大に伴う貨幣の流通形態から退蔵形態への

転化による流通貨幣の不足が補充され，「再生産の正常な進行」が保たれる。そこで次節で貨

幣材料金を社会的総生産の一部として捉え，金生産部門を明示的に再生産表式に組み入れる

ことによって貨幣の供給と流通を考察しよう。

IV.　貨幣材料の再生産と貨幣の流通

　前節までは各資本家の手許に流通に必要な貨幣が十分保有されていると前提して考察を進

めてきたが，この節では資本家の手に予め準備されていると前提された貨幣を資本家はどの

ように入手するかが問われる。なぜなら金属貨幣は流通過程で商品交換を媒介する過程で摩

滅するので，単純再生産であっても年々新しい金貨幣を補充する必要があるのである。さら

に前節でみたように拡大再生産においては産金業者による追加貨幣の供給が必要とされた。

そこで金生産を「社会的総生産の一部」として捉え，明示的に金生産部門も含まれる再生産

表式でもって再生産における貨幣の供給と流通をみてゆこう。

　まず金生産部門の再生産表式の部門分割における位置づけを考えよう。再生産表式のおけ
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る第 1部門と第 2部門の区別は生産物の物理的特性にもとづいて分けられているのではな

かった。たとえば同じ米の生産業者であっても，酒造業者の清酒の原材料としての酒米を生

産するならば第Ⅰ部門に分類され，消費者の消費手段としての飯米を生産するならば第Ⅱ部

門に分類される。したがって金がメッキ等で生産手段として用いられることはあるが，もっ

ぱら貨幣材料として用いられる金は生産手段として用いられるのではないから，貨幣材料金

を採掘する業者は第 1部門には分類されない。貨幣金はしかし個人的消費の対象でもない。

もっぱら流通過程で商品取引を媒介する貨幣として用いられる。したがって厳密には第Ⅰ部

門にも第Ⅱ部門にも分類されないことになる19）。

　貨幣金は生産的消費や個人的消費の対象とならない生産物であるが，資本主義的商品生産

にとって必要不可欠のものである。労働者階級の賃金は資本家階級によって前貸しされた可

変資本総額に等しく，不変資本はもちろん剰余価値の担い手である商品を買うことは不可能

である。貨幣金は資本家の剰余価値と交換されるしかない。各資本家は生産した商品（剰余

価値生産物）を産金業者に販売し，見返りに新たに発掘された貨幣金を入手する。すなわち

資本家は商品流通に必要な貨幣をまず本源的供給者である産金業者との売買を介して入手し，

それを資本の前貸しあるいは消費支出のために流通に投下する。剰余価値生産物である商品

と交換して貨幣を入手するので，資本家にとってはそれだけ剰余価値からの削減となる。貨

幣金は生産的に消費されず個人的消費の対象ともならないので，貨幣材料金の生産部門は厳

密な二部門分割ではいずれの部門にも分類されないが，剰余価値で支弁されるという意味で，

ここでは資本家の剰余価値でもって消費される奢侈品の生産部門と同じく第Ⅱ部門の亜部門

として分析する20）。そこで産金業者を第Ⅱ部門の亜部門とする単純再生産表式をもとに，一

年間に摩損した貨幣がいかに産金業者によって補填されるかを考察する。ここでは産金業者

の生産する年々の貨幣量30がちょうど年々摩滅する貨幣を補填するのに十分であると想定さ

れている。

　　単純再生産表式
　　Ⅰ　　4,000 C＋1,000 V＋980 M  ＋20 Mg  ＝6,000（生産手段）
　　Ⅱa 1,980 C＋  495 V＋485.1 M＋ 9.9 Mg＝2,970（消費手段）
　　Ⅱb    20 C＋    5 V＋  4.9 M＋ 0.1 Mg＝   30（貨幣金）

19） 『資本論』では貨幣材料の金生産は第 1部門に分類されているが，古くはローザ・ルクセンブルグ
による批判がある（『資本蓄積論』）。ルクセンブルグによる第Ⅲ部門説に対し，堀新一氏は貨幣材
料金の生産を消費手段生産の亜部門に分類する案を提示された。（堀 1966：295－ 6頁）。この案
は富塚良三氏によって引き継がれている（富塚 1976：249－250頁）。本稿も消費手段生産の亜部
門説を採用している。

20） ここでの議論の範囲を超えるが，生産的消費や個人的消費の対象とならず，資本家の剰余価値で
もって負担されると考えられる軍需品を生産する軍需産業部門とも類似する（富塚良三 1976：
243頁）。
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　ここで，各部門のMgは各生産者の剰余価値の担い手である生産物のうち新産金と交換さ

れる生産物を示している。まず両部門間の取引，Ⅰ（1,000 V＋980 M）＝Ⅱa（1,980 C） はこ

れまでの産金業者を捨象した交換プロセスと同じで，とくに問題はない。新しい取引はⅠ（20 

Mg）とⅡb（20 C） の交換である。産金業者Ⅱbは新産金でもって第Ⅰ部門から生産手段を購

入して補填する。第Ⅰ部門は生産手段20を販売して剰余価値を貨幣化するが，その貨幣を消

費支出のために流通に投下しない。それでもって一年間に摩滅して消滅した金貨幣を補充す

る。貨幣の流通はⅡbK→ⅠKとなる。

　さらに産金業者Ⅱbは可変資本と剰余価値の一部を代表する新産金（5 V＋4.9 M）でもっ

て消費手段生産部門Ⅱaから消費手段を購入する。より正確には，産金業者Ⅱbが新産金で

もって労働者に賃金 5を支払い，賃金を受け取った労働者がⅡaから消費手段を購入する。

残りの4.9は産金業者Ⅱbの剰余価値であるので，初めから剰余価値の貨幣形態である新産金

でもってⅡaから消費財を購入する。第Ⅰ部門の資本家と同じく，Ⅱaの資本家は剰余生産物

である消費手段を貨幣化して入手した貨幣でもって一年間に摩滅して消滅した貨幣金の穴埋

めをする。貨幣の流通はⅡbK→ⅡbA→ⅡaKおよびⅡbK→ⅡaKである。

　以上の取引によって，産金業者から第Ⅰ部門に20，第Ⅱa部門に9.9の新産金が摩損し消滅

した貨幣を補充するために商品交換を通じて供給されている。また産金業者自身も0.1の新産

金でもって貨幣の摩滅に備える。

　つぎに摩滅貨幣の補充に加えて，拡大再生産によって年々増大する商品取引を媒介すのに

必要となる追加貨幣金を明示的に社会的総生産の一部とする拡大再生産表式を想定する。表

式は蓄積のために剰余価値の配列が変更されている。

　　拡大再生産表式

　　Ⅰ 4,000 C＋1,000 V＋500 Mk＋380 Mc＋95 Mv＋25 Mg＝6,000

　　Ⅱa 1,480 C＋  740 V＋549 Mk＋118 Mc＋59 Mv＋14 Mg＝2,960

　　Ⅱb    20 C＋   10 V＋  6 Mk＋  2 Mc＋ 1 Mv＋ 1 Mg＝   40

生産手段，消費手段，貨幣材料の需給はそれぞれ均等している。すなわち，

　　Ⅰ（6,000 Wⅰ） ＝5,500 C＋  500 Mc

　　Ⅱa（2,960 Wⅱ） ＝1,750 V＋1,055 Mk＋155 Mv

　　Ⅱb（40 Wⅲ） ＝   40 Mg

　ここでは産金業者が生産する新産金40は，貨幣として機能しながら摩滅して消滅する金貨

幣を補充するのみならず，拡大再生産によって増大する商品取引を媒介するのに必要となる

追加の流通貨幣ならびに退蔵貨幣を供給するのに十分であると想定されている。産金業者と
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その他資本家との取引を追いながら，産金業者の発掘した新産金が産金業者から生産手段や

消費手段を生産する資本家へと流れる貨幣流通のプロセスを順次みてゆこう。

　（1）産金業者Ⅱbが前年に発掘した新産金22でもって第Ⅰ部門から生産手段を購入する。

すなわち生産手段20を補填しさらに追加の生産手段 2を入手して今年の生産の準備をする。

貨幣の流通はⅡbK→ⅠKとなる。（2）同じく産金業者Ⅱbは新産金11でもって追加労働者

を含めて労働者に賃金11を支払う。労働者はその賃金でもって消費手段生産部門Ⅱaより消

費手段を購入する。貨幣流通はⅡbK→ⅡbA→ⅡaKとなる。（3）さらに産金業者は個人的

消費のために残りの新産金 6でもって消費手段を購入する。貨幣の流通はⅡbK→ⅡaKであ

る。これまでの取引でもって，産金業者は生産手段を補填しかつ追加の生産手段を入手し，

追加の追労働者も雇うことによって生産を拡大する準備ができている。他方で第Ⅰ部門と第

Ⅱa部門の資本家の手許には新産金による貨幣がそれぞれ22と17が残り増加している。

　（4）まだ第Ⅰ部門と消費手段生産部門Ⅱaとの部門間取引が残っている。第Ⅰ部門が今年

の生産のために従来から保有している貨幣1,000でもって労働者に賃金を支払う。第Ⅰ部門の

労働者はそれでもってⅡaから消費手段を購入する。Ⅱaは第Ⅰ部門の労働者への消費手段の

売上代金1,000でもって第Ⅰ部門から生産手段を購入する。第Ⅰ部門の資本家が投下した貨幣

1,000は出発点の資本家に還流する。貨幣の流通は，ⅠK→ⅠA→ⅡbK→ⅠKとなる。（5）

さらに第Ⅱa部門は，従来からの手持ちの貨幣595と第Ⅱb部門から入手した手持ちの新産金

17のうちの 3を合わせて，合計598の貨幣でもって第Ⅰ部門から補填と追加の生産手段を購

入する。貨幣の流通は，ⅡaK→ⅠKである。（6）最後に第Ⅰ部門の資本家は生産手段の売

上代金598から500でもって第Ⅱa部門から消費手段を購入し，さらに95でもって追加の労働

者を雇用する。貨幣の流通はⅠK→ⅡaKおよびⅠK→ⅠKA→ⅡaKとなる。

　これら一連の部門間取引において，第Ⅰ部門の資本家ⅠKと第Ⅱa部門の資本家ⅡaKがそ

れぞれ投下した従来からの手持の貨幣1,000と595は，それぞれの出発点であるⅠKとⅡaK

に還流しているので貨幣の増減は生じていない。問題はさきの産金業者との取引によってⅠK

とⅡaKが入手して増加した新産金22と17の動きである。（5）と（6）の取引において，ⅡaK

は手持ちの新産金17から 3をⅠKからの生産手段の購入に用いているので，手持ちの新産金

は17から14になる。他方でⅠKはⅡaKに生産手段を売って598の貨幣を受け取り，それから

95で追加労働者を雇い，500でもって個人的消費のための消費手段を購入しているので， 3

の貨幣が手許に残る。さきの手許にある22と合わせるとⅠKの手持ち貨幣は25だけ増えたこ

とになる。第Ⅰ部門では25，第Ⅱa部門では14，さらに産金業者では 1の手持ち貨幣が増え

ている。

　この他に第Ⅰ部門内における生産手段の補填取引と第Ⅱa部門内での消費手段の取引が残っ

ているが，これらはこれまで考察してきた部門内取引と変わりがなく，取引のために投下さ
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れた貨幣はその出発点に還流する。そこで取引の結果をまとめると，各資本家は生産手段を

補填しかつ追加の生産手段を入手し，さらに追加の労働者も雇用して生産を拡張する準備が

できている。また第一次出発点の資本家から流通のために投下された貨幣はその出発点に還

流している。ただし摩滅貨幣の補填用貨幣と拡大再生産によって増大する商品取引を媒介す

るのに必要な追加的貨幣を供給する産金業者は，自己の生産物である金でもって売ることな

しに買うという一方的購買者として取引に参加するので，産金業者が手放した貨幣はもはや

産金業者には戻らない。剰余生産物である商品を産金業者に販売して貨幣金を入手する生産

手段や消費手段の生産者は，その貨幣金の一部を摩滅し消失した貨幣の補充にあてるととも

に残りを拡大する商品取引のための追加貨幣として流通に投下する。投下された貨幣は第一

次出発点としての生産手段や消費手段の生産者のもとに還流する。生産手段や消費手段の生

産者は還流してくる貨幣を翌年また投下する。貨幣はその本源的源泉である産金業者には回

流せず，第一次出発点の資本家を起点と終点としながら循環運動を繰り返すのである。

V.　お　わ　り　に

　以上の考察から信用を捨象した仮想的な商品貨幣経済における貨幣の運動をまとめると以

下のようになる。

 1）　閉鎖経済で信用が捨象され金属貨幣のみが流通する純粋貨幣経済モデルでは，本源的

供給者は産金業者である。産金業者と他の生産者との間での売買を通じて貨幣は供給さ

れる。

 2）　資本家はあらかじめ産金業者との売買によって入手した貨幣で生産手段を購入し労働者

を雇って生産を開始する。各資本家が流通に必要な貨幣を投下する第一次出発点となる。

 3）　資本家から賃金を受け取る労働者は貨幣を支出して消費財を購入するが，労働者は貨

幣の第二次出発点である。

 4）　第一次出発点の資本家によって流通に投下された貨幣は資本家間の取引を媒介しなが

ら，あるいは労働者や資本家の個人的消費のための売買を通じて，出発点の資本家に還

流する。

 5）　資本家は剰余価値の貨幣化のためにも貨幣を流通に投下するが，その貨幣も出発点の

資本家に還流する。

 6）　生産的消費のためであれ個人的消費のためであれ，他の商品を購入するために第一次

出発点の資本家によって投下された貨幣はその出発点に還流し，その貨幣はふたたび投

下されて還流運動を繰返す。

 7）　流通のために投下された貨幣は最初に投じた出発点の資本家に還流するので，資本家
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相互の取引では双方どちらの資本家も貨幣の第一次出発点になることができる。

 8）　したがって商品貨幣経済モデルでは，貨幣の取引度数すなわち流通速度を論じることが

できず，資本家は商品流通に必要な貨幣をいくら投下すべきかを論じることができない。

 9）　固定資本の独特の回転から減価償却基金の積立てがなされるが，それによって商品交

換に必要な貨幣には商品の直接的な流通に必要な貨幣のほかに退蔵貨幣が加わる。社会

に存在する貨幣は商品流通を媒介する貨幣と固定資本の補填取引のための退蔵貨幣から

なる。

10）　拡大再生産のために剰余価値から蓄積がおこなわれると蓄積基金の積立てがなされる。

固定資本の減価償却基金の積立てと同じく蓄積基金の積立てによって退蔵貨幣が形成さ

れる。

11）　減価償却基金や蓄積基金を漸次的に退蔵貨幣として積立てる資本家と固定資本の現物

補填や現物での新投資おこなうために退蔵貨幣を取り崩す資本家が異なることから，固

定資本の補填取引や現実の蓄積のために投下される貨幣は第一次出発点の資本家に直接

還流せずに第一次出発点の資本家と同一部門の資本家に還流する。

12）　拡大再生産によって流通貨幣量が増大するのみならず，固定資本の補填取引によって

退蔵貨幣が増大するので「再生産の正常な進行」のために売らずして買うという産金業

者による一方的購入が必要となる。

13）　産金業者は摩滅貨幣の補填用金と拡大再生産によって増大する流通貨幣と退蔵貨幣の

ために必要となる追加的貨幣金を一方的購買者として供給するので，貨幣は本源的供給

者である産金業者には回流せず，第一次出発点の資本家を起点と終点にしながら循環する。
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